
― 1 ― 

収 入 印 紙 貼 付 欄  

  

業務委託契約書（ 経常型）  
 

 

上記の委託業務について、 発注者と 受注者は、 各々の対等な立場における 合意に基づいて、 上記事項

及び裏面記載の各条項によ っ て公正な契約を締結し 、 信義に従って誠実にこ れを 履行する も のと する 。 

本契約の証と し て本書２ 通を 作成し 、 当事者記名押印のう え、 各自１ 通を保有する 。  

 

令和 8 年  月  日   

 

 

発注者  

 

大阪市住之江区南港北１ －１ ４ －１ ６  

大阪・ 光の饗宴実行委員会 

委員長  森口 直人           印 

   

受注者 住所又は事務所所在地 

商 号 又 は 名 称 

氏 名 又 は 代 表 者 氏 名 印 

名 称 
大阪・ 光の饗宴 2026 バナー広告製作及び設置・ 撤去業務委託

（ 概算契約） その２  

業 務 委 託 料  

 

 

 

 

十億 

 

 

 

 

 

百万 

 

 

 

 

 

千 

 

 

 

 

 

円 

 

            

う ち 取 引 に か か る  

消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 の 額 
            

履 行 期 間 
● 契約締結日から 令和 9 年１ 月 31 日ま で 

〇 契約後   日 

履 行 場 所 
 

 

保 証 事 項 
〇 契約保証金      円   

〇 履行保証保険      〇 免除 

そ の 他  
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（ 総 則）  

第１ 条 発注者及び受注者は、こ の契約書（ 頭書を 含む。

以下同じ 。） に基づき 、設計図書（ 別冊の図面、仕様書、

現場説明書及びこ れら の図書に係る 質問回答書並びに

現場説明に対する 質問回答書を いう 。以下同じ 。） に従

い、 日本国の法令を 遵守し 、 こ の契約（ こ の契約書及

び設計図書を 内容と する 業務の委託契約を いう 。 以下

同じ 。） を 履行し な ければな ら な い。  

２  受注者は、契約書記載の業務（ 以下「 業務」 と いう 。）

を 契約書記載の履行期間（ 以下「 履行期間」 と いう 。）

内に完了し 、 発注者は、 その業務委託料を 支払う も の

と する 。  

３  発注者は、 その意図する 業務を 完了さ せる ため、 業

務に関する 指示を 受注者又は第 19 条に定める 受注者

の業務責任者に対し て 行う こ と ができ る 。 こ の場合に

おいて 、 受注者又は受注者の業務責任者は当該指示に

従い業務を 行わな ければな ら ない。  

４  受注者は、 こ の契約書若し く は設計図書に特別の定

めがあ る 場合又は前項の指示若し く は発注者と 受注者

と の間で協議があ る 場合を 除き 、 業務を 完了する ため

に必要な 一切の手段を その責任において 定める も のと

する 。  

５  こ の契約の履行に関し て 発注者と 受注者と の間で用

いる 言語は、 日本語と する 。  

６  こ の契約書に定める 金銭の支払いに用いる 通貨は、

日本円と する 。  

７  こ の契約の履行に関し て 発注者と 受注者と の間で用

いる 計量単位は、 設計図書に特別の定めがあ る 場合を

除き 、 計量法（ 平成４ 年法律第 51 号） に定める も のと

する 。  

８  こ の契約書及び設計図書における 期間の定めについ

て は、 民法（ 明治 29 年法律第 89 号） 及び商法（ 明治

32 年法律第 48 号）の定める と こ ろ によ る も のと する 。  

９  こ の契約は、 日本国の法令に準拠する も のと する 。  

10 こ の契約に係る 一切の訴訟の提起又は調停の申立て

について は、 大阪簡易裁判所ま たは大阪地方裁判所を

第一審の専属的合意管轄裁判所と する こ と に合意する 。 

（ 法令上の責任等）  

第２ 条 受注者は、労働基準法（ 昭和 22 年法律第 49 号）、

職業安定法（ 昭和 22 年法律第 141 号）、 労働安全衛生

法（ 昭和 47 年法律第 57 号） その他関係法令（ 社会保

険・ 労働保険に関する 法令を 含む。） の規定のほか、 職

員等の公正な 職務の執行の確保に関する 条例（ 平成 18

年大阪市条例第 16 号。 以下「 コ ン プラ イ ア ン ス 条例」

と いう 。） における 委託先事業者に係る 規定を 守り 、善

良な管理者の注意を も っ て 業務を 履行し な ければな ら

ない。  

（ 指示等及び協議の書面主義）  

第３ 条 こ の契約書に定める 催告、 指示、 請求、 通知、

報告、 申出、 承諾、 質問、 回答及び解除（ 以下「 指示

等」 と いう 。） は、 書面によ り 行わな ければな ら な い。 

２  前項の規定にかかわら ず、 緊急やむを 得な い事情が

あ る 場合には、 発注者及び受注者は、 前項に規定する

指示等を 口頭で行う こ と ができ る 。こ の場合において 、

発注者及び受注者は、 既に行っ た指示等を 書面に記載

し 、 ７ 日以内にこ れを 相手方に交付する も のと する 。  

３  発注者及び受注者は、 こ の契約書の他の条項の規定

に基づき 協議を 行う と き は、 当該協議の内容を 書面に

記録する も のと する 。  

（ 業務工程表の提出）  

第４ 条 受注者は、 こ の契約締結後 14 日以内に設計図

書に基づいて 業務工程表を 作成し 、 発注者に提出し な

ければな ら な い。 ただし 、 発注者が必要でな いと 認め

た場合はこ の限り でな い。  

２  発注者は、 必要があ る と 認める と き は、 前項の業務

工程表を 受理し た日から ７ 日以内に、 受注者に対し て

その修正を 請求する こ と ができ る 。  

３  こ の契約書の他の条項の規定によ り 履行期間又は設

計図書が変更さ れた場合において 、 発注者は、 必要が

あ る と 認める と き は、 受注者に対し て業務工程表の再

提出を 請求する こ と ができ る 。 こ の場合において 、 第

１ 項中「 こ の契約締結後」 と あ る のは「 当該請求があ

っ た日から 」と 読み替え て 、前２ 項の規定を 準用する 。  

４  業務工程表は、 発注者及び受注者を 拘束する も ので

はな い。  

（ 事故等の報告義務）  

第５ 条 受注者は、 業務の遂行中に事故が発生し た と き

は、 その事故発生の帰責の如何にかかわら ず、 直ち に

その旨を 発注者に報告し 、 速やかに応急処置を 加え た

後、 遅滞なく 書面によ り 詳細な報告並びにその後の具

体的な事故防止策を 、 書面にて提出し な ければな ら な

い。  

２  前項の事故が、 個人情報及び業務に係る すべて のデ

ータ （ 以下「 個人情報等」 と いう 。） の漏え い、 滅失、

き 損等の場合には、 受注者は、 業務を 中止する と と も

に、 速やかに前項に規定する 措置を 講じ な ければな ら

ない。 な お、 業務中止の期間は、 発注者が指示する ま

でと する 。  

３  第１ 項の事故によ り 、 以降の業務の円滑な 進行を 妨

げる 恐れがあ る と き は、 受注者は、 速やかに問題を 解

決し 、 業務進行に与え る 影響を 最小限にする よ う 、 努

めな ければな ら な い。  


